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日本共産党野洲市委員会 
２００9 年３月２９日 №１７３ 

 小菅六雄 (電話・FAX）589-4971 （メール）shgdy177@ybb.ne.jp  
野並享子 (電話・FAX）587-0985 （メール）no73kyo_ko@ybb.ne.jp  
太田健一 (電話・FAX）588-3169 （メール）ｋｅｎｓａｎ.ｗｏｒｌｄ２１＠ｄｏｃｏｍｏ．ｎｅ．ｊｐ 

                         

一般会計予算（介護激励金削減、幼稚園保育料値上げ、同和行政継続） ● ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
一般会計補正予算（随意契約で市有地を安い価格で売払い） ● ● ● ● ● ● ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
国民健康保険税（介護分）の値上げ（１人平均３３００円） ● ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
敬老祝金条例（１００歳の３０万円を１０万円に引き下げ） ● ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
「住宅リフォーム制度実施」「セイフティーネット保証料負担」の請願 ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 
障害者自立支援法の原則１割負担廃止を求める意見書 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 
保育制度の改革に関する意見書 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 
政党助成金の廃止を求める意見書 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 
消費税増税を行わないこと、当面食料品の非課税を求める意見書 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 
雇用危機を解決する抜本的対策を求める意見書 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

 

共＝日本共産党（３名）、市＝市民ねっと（３名）、ネ＝ネットワーク野洲（２名）、公＝公明党（２名）、豊＝豊政会（１４名） 
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■午後５時     市役所分庁舎前 
■午後５時１０分 市役所前 

３月定例市議会は２６日に終了しました。日本共産
党市議団は暮らしの要求実現へがんばりました 

 ３月議会は平成２１年度の市予算を決める

大事な議会でした。日本共産党市議団は暮ら

しと雇用、福祉と医療を守る市政を求め市長

にその実現を迫りました。 
 

暮らしと雇用、営業守る予算を要求しました  
新年度から、３人目の保育園保育料無料化、妊

産婦健診無料化の拡充、中小業者支援へ県セーフ

ティーネット融資の利子補給の実施がされます。

また、過大な計画であった総額２４億円の野洲駅

前整備事業が見直しされることになりました。 
 
一方で、高齢者や障害者の介護激励金の減額（２

万円を１万円）、国保税（介護分）や幼稚園保育料

の値上げ、敬老祝金の引き下げなど市民犠牲が目

白押しです。また、野洲市駅前の市有地を随意契

約で安い価格で売払ったことの承認（歳入予算）

を求める議案もでました。日本共産党市議団は、

市民犠牲と負担強化の市政から暮らし優先の予算

を求めました。 

 

日本共産党市議団が提案した意見書は、①障害

者自立支援法の原則一割負担廃止を求める意見

書、②保育制度の改革に関する意見書、③政党助

成金制度の廃止を求める意見書、④消費税の増税

を行わないことと、当面食料品の非課税を求める

意見書、⑤雇用危機を解決する抜本的対策を求め

る意見書の５件です。 
いずれも市民の切実な願いです。日本共産党市

議団は意見書採択を求めましたが、豊政会（自民

党）や公明党はことごとく反対。市民の願いに背

を向けました。 
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